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中筋川ダム事前放流実施要領

国四整河管第１６２号 平成１８年２月２１日

国四整河管第 ３６号 平成２４年７月 ５日

国四整河管第 ５０号 令和 ４年３月 ９日

国四整河管第 １２号 令和 ６年６月２１日

第１条 総則

本要領は、中筋川ダム操作規則（以下「規則」という ）第２０条第１項第三号及。

び中筋川ダム操作細則（以下「細則」という ）第６条第二号に基づき、洪水調節機。

能の向上のために洪水前に利水容量に貯留された流水を放流（以下「事前放流」とい

う ）することとし、その実施に際して必要な事項を定めるものである。。

第２条 事前放流の範囲

事前放流は、６月１６日から１０月３１日（以下「洪水期」という ）においては、。

標高７２．１メートルから標高６７．０メートルの間に貯留された流水を対象とし、

１１月１日から翌年６月１５日（以下「非洪水期」という ）においては、標高７４．。

１メートルから標高６７．０メートルの間に貯留された流水を対象とする。

２ 貯水位が洪水期においては標高７２．１メートル、非洪水期においては標高７４．

１メートルを上回っており、かつ流入量が限度放流量以下の場合には、これを含め

て事前放流することができる。

第３条 事前放流の原則

事前放流は、放流管による実施を原則とし、所長は第２条及び第４条の基準を踏ま

え事前放流計画を作成し、四国地方整備局長に報告するものとする。

２ 事前放流は前項の計画に従い実施するものとするが、その後の気象、水象、その他

の状況を総合的に判断し、必要に応じて見直すものとし、見直した場合は四国地方整

備局長に報告するものとする。
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第４条 事前放流の開始時期

所長は、気象、水象等の状況により出水が予測され、必要と認められる場合には標

高６９．０メートルを目標として、貯水位を低下させるものとする。

２ 所長は、次の各号のいずれかに該当し、出水が予測され、必要と認められる場合に

は標高６７．０メートルを限度水位として事前放流計画に基づき貯水位を低下させる

ものとする。

一 台風の中心が、東経１２０度から１４０度の間で北緯２０度以北に到達し、さ

らに四国地方に接近が予想されるとき。

二 ダム上流域の予測降雨量が基準降雨量である１５９ミリメール（／６

時間）以上であるとき。

三 ダム上流域において、連続雨量が６０ミリメートルに達し、さらに時

間雨量が１０ミリメートルを超えると予想され、且つ流出計算により

流入量が毎秒５０立方メートル以上になると予想されるとき。

四 その他の状況により、所長が事前放流の開始の必要性を認めたとき。

第５条 事前放流後の対応

前条により事前放流を行った以降は、以下の各号により対処するものとする。

一 流入量が限度放流量以下の場合には、流入量を限度として放流する。

二 流入量が限度放流量を上回る場合には、限度放流量を上限として放流する。

三 貯水位が洪水期においては標高７２．１ メートル、非洪水期においては標高

７４．１メートルを越え、常用洪水吐きからの放流量が限度放流量に達するまでの

間は、ダムからの放流は限度放流量としなければならない。

２ 所長は、第１項の定めに従うことが困難または適切でないと判断されるときは、

必要な措置をとることができる。

第６条 事前放流に関する通知
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第４条第２項の規定により事前放流を実施する場合は、次の各号に定める方法により

関係機関に通知するとともに、一般への周知を行うものとする。

一．関係機関への通知は、別表第１に掲げる関係機関に対し、事前放流を行う１時間前

を目途に行うものとする。

二．一般に周知させるために必要な措置は、渡川ダム統合管理事務所より磯ノ川地点ま

での区間とし、警報車及び当該区間に位置する警報所より次の方法により行うものと

する。

イ 警報所からの周知は、スピーカー放送により行うものとし、各警報所において河

川水位の急激な上昇が生じると予想される３０分前を目途に行うものとする。

ロ 警報車による周知は、各地点の水位が上昇すると予想される３０分前を目途に行

うものとする。

第７条 事前放流の中止

事前放流を行っている場合において、流入量が限度放流量を超過した場合には事前放

流操作を中止する。

２ 事前放流を行っている場合において、確保容量が確保された状態になり、それ以上

貯水位を低下させる必要がなくなった場合には、事前放流操作を中止し、流入量が限

度放流量に等しくなるときまで中止時の貯水位の維持に努めるものとする。

３ 事前放流を行っている場合において、予測降雨量が当初の予測降雨量から変化し、

その結果として第４条の事前放流の実施判断条件に該当しなくなった場合には、事前

放流操作を中止する。

４ 事前放流を行っている場合において、流入量が限度放流量に至らずに最大となった

場合には、事前放流操作を中止する。

５ 上記にかかわらず、事前放流を行っている場合において、気象・水象その他の状況

により、事前放流操作を中止する必要が生じた場合には、中止時の貯水位を維持する

又 はその後の流水を貯留して水位が上昇するように努めるものとし、事前放流を継

続する必要がなくなったと認める場合には、その後の流水を貯留して水位が上昇するよ

うに努めるものとする。

附則

この要領は、令和６年６月２１日から適用する。
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別表第１

関係機関名 住 所 連絡方法

四国地方整備局 高松市サンポート３－３３ マイクロ

中村河川国道事務所 四万十市右山２０３３－１４ マイクロ

高知県農業振興部 高知市丸ノ内１ー７－５２ ＮＴＴ回線
農業基盤課

高知県公営企業局 高知市丸ノ内１ー７－５２ ＮＴＴ回線
電気工水課

幡多土木事務所 四万十市古津賀４－６１ ＮＴＴ回線

幡多土木事務所 宿毛市宿毛５３４２－７ ＮＴＴ回線
宿毛事務所

四万十市役所 四万十市中村大橋通４－１０ ＮＴＴ回線

宿毛市役所 宿毛市希望ヶ丘１番地 ＮＴＴ回線


